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第１ 趣旨 

 伊東市は、保育需要の増加に対応するため、平成１４年４月１日に伊東市で最初の公設民

営の保育所として伊東市立八幡野保育園を建設し、社会福祉法人厚生保育会に管理運営業

務を委託して保育を行っております。 

 伊東市公の施設に係る指定管理者の指定の手続等に関する条例（平成１６年伊東市条例

第３４号。以下「条例」という。）、伊東市立保育所条例（昭和３４年伊東市条例第４２１号。

以下「保育所条例」という。）並びに伊東市保育所条例施行規則（昭和３４年伊東市規則第

２２２号。以下「保育所規則」という。）に基づき、市立八幡野保育園の指定管理者を次の

とおり募集します。 

 

第２ 事業内容に関する事項 

１ 指定管理者を募集する保育園 

 ⑴ 施設の概要 

ア 施設の名称   伊東市立八幡野保育園 

イ 所在地     伊東市八幡野１１８９番地の１７０ 

ウ 開設年月日   平成１４年４月１日 

エ 定員  ８０人 

オ 施設の規模等 

・敷地面積：1,488.83 ㎡ 

・延床面積：699.08㎡ 

・構  造：木造平屋建て 

         ほふく室 19.87㎡、保育室６室 257.54㎡、遊戯室 114.30㎡、 

          厨房 36.31㎡、子育て支援センター室 83.61㎡、 

職員室・倉庫・便所 187.45㎡ 

・附帯施設：水 道 市水道 

ガ ス プロパンガス 

      浄化槽 単独浄化槽設備 

 ⑵ 指定管理者が行う業務 

  ア 児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）第２４条に規定する保育所の運営に関す

ること。 

  イ 八幡野保育園施設の維持管理に関すること。 

ウ 別添「伊東市立八幡野保育園の指定管理に関する仕様書」に掲げる業務に関するこ

と。 

 ⑶ 保育の内容 

ア 保育所保育指針（平成２９年３月３１日厚生労働省告示第１１７号）を基本とし、

保育課程、指導計画を作成し、実施すること。 

イ 通常保育、特別保育（休日保育、延長保育、一時預り）を行うこと。 
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ウ 地域子育て支援拠点事業を行うこと。 

 ⑷ 指定の期間 

  指定期間 令和８年４月１日から令和１１年３月３１日までの３年間 

 ⑸ 事業の計画 

ア 現行の伊東市立八幡野保育園の内容を参考にして、策定すること。 

イ 人員配置計画を策定すること。（国基準を上回る人員を確保すること。） 

ウ 毎年３月末までに翌年度の事業計画・事業予算人員配置計画を策定し、提出するこ

と。 

 ⑹ 施設、備品の管理 

  ア 八幡野保育園で現在使用している市の備品は、無償で貸与する。 

  イ 施設、設備等の修繕については、第２－２－⑸「リスク分担」による。 

 ⑺ 管理に係る費用 

  ア 指定管理者には、国が定める公定価格に基づき、毎月の入所児童数に応じた額を支

払う。 

  イ 指定管理者には、実施する子ども・子育て支援交付金対象事業及び子育て支援事業

並びに国・県が実施する保育に必要な事業に応じて、国・県が定めた基準額を予算の

範囲内で支払う。 

  ウ 指定管理者には、伊東市民営（許可）保育所保育充実事業（委託）基準に定める額

を予算の範囲内で支払う。 

  エ 保育所条例第９条に基づく保育料の徴収については、伊東市長が行う。 

  オ 特別保育（休日保育、延長保育、一時預り）を行った場合には、特別保育料として

保育所条例９条第３項の規定に基づく額を指定管理者の収入とする。 

  カ 保育所の給食に係る費用は、給食費として保育所条例９条第３項の規定に基づく

額を指定管理者の収入とする。 

キ 指定の期間中の各年度の支払額を予定するため、八幡野保育園の管理に関する業

務の収支予算書を以下のとおり作成すること。 

   ・ 収支予算書は、指定の期間全体の収支予算書と、令和８年度から令和１０年度ま

での毎年度の収支予算書を作成すること。 

   ・ 指定管理料は、令和８年度から令和１０年度まで、年額１５６，４８０千円を上

限として作成すること。（ただし、額を約束したものではない。） 

   ・ 指定の期間中、特別な事情により生じた第２－１－⑵「指定管理者が行う業務」

に示す業務に係る管理経費以外の経費については、別途協議することとし、収支予

算書に含めないこと。 

 ⑻ 運営引継ぎ共同保育期間 

   別途、市が作成する運営引継ぎ計画で定める。 

   

２ 事業の適正な実施に関する事項 

 ⑴ 業務の委託 

  ア 伊東市立八幡野保育園の指定管理に関する仕様書を遵守すること。 
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  イ  指定管理者は、本事業の全部を第三者に委託し、又は請け負わせてはならない。 

 ⑵ 法令の遵守 

ア 施設の設置目的を踏まえ、関係法令及び条例の規定を遵守すること。 

 イ 労働基準法（昭和２２年法律第４９号）その他の労働関係法令、個人情報の保護に

関する法律（平成１５年法律第５７号）、児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）、

児童福祉施設の設備及び運営に関する基準（昭和２３年厚生省令第６３号）、伊東市

立保育所条例（昭和３４年伊東市条例第４２１号）、伊東市立保育所条例施行規則（昭

和３４年伊東市規則２２２号）、子ども・子育て支援法（平成２４年法律第６５号）

及び伊東市子ども・子育て支援法施行細則（平成２６年伊東市規則第１１号） 

⑶ 利用者の安全対策の徹底 

指定管理者は、利用者の安全確保に努めること。 

 ⑷ 事業の報告等 

  ア 事業報告書の提出 

   指定管理者は、毎年度業務終了後６０日以内に管理業務に関する以下に掲げる事

項を記載した事業報告書を提出する。 

  （ア）当該年度の事業の状況 

  （イ）当該年度における収支決算書 

  （ウ）当該年度末における財産目録 

  （エ）当該年度末における職員名簿及び当該年度における職員の異動状況報告書 

  （オ）その他市長が特に必要と認める事項 

イ 業務報告の聴取等 

  （ア）施設及び保育の適正な管理運営を期するため、管理運営の状況に関し、定期（１

か月に一度）又は必要に応じて臨時に、報告を求め、実地調査又は必要な指示を行

う。 

  （イ）業務報告の聴取等の結果、指定管理者の業務が基準を満たしていないと判断した

場合、是正勧告を行い、改善が見られないときは、業務の停止、指定の取消しの措

置を行うことがある。 

⑸ リスク分担 

市と指定管理者とのリスク分担は、次のとおりとする。 

ただし、次に定める事項で疑義がある場合又は定めのない事項が生じた場合は、市と

協議の上、リスク分担を決定する。 

項目 内容 市 指定管理者 

施設・設備 

等の修繕 

管理上の瑕疵による施設・設備等の損傷  ○ 

経年劣化等による施設・設備等の損傷等  ○ 

経年劣化等による施設・設備等の損傷等で大規

模なもの 
○  

施設等の更新等 施設・設備等の増設、改築、更新等 ○  

利用者等へ 市の責めに帰すべき事由によるとき ○  
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の損害賠償 指定管理者の責めに帰すべき事由によるとき  ○ 

上記以外の事由によるとき 協議 

情報管理 管理上の瑕疵による情報漏えい  ○ 

引継費用 
管理運営業務の開始及び終了に伴う引継のた

めの費用 
 ○ 

災害復旧 

に係る費用 
災害により損失した施設・設備の復旧費用 ○  

第三者行為 

による損失 
第三者行為により損失した施設・設備の修繕等  ○ 

管理運営の 

中止・中断 

指定管理者の責めに帰すべき事由によるとき  ○ 

上記以外の事由によるとき 協議 

法令等の変更 管理運営に影響を与える法令等の変更 協議 

 

３ 事業の継続が困難となった場合の措置に関する事項 

 ⑴ 協定の解釈についての疑義又は協定に定めのない事項 

   伊東市と指定管理者は誠意をもって協議するものとする。 

 ⑵ 指定管理者の責めに帰すべき事由により事業の継続が困難となった場合の措置 

  ア 伊東市は、指定管理者の指定を取り消す。 

イ 伊東市及び利用者に生じた損害は、指定管理者が賠償するものとする。 

  ウ 指定管理者は、次の管理者が円滑に伊東市立八幡野保育園の管理運営業務を遂行

できるよう施設又は設備を速やかに原状に回復するとともに、園児の保育の引継ぎ

に万全を期すること。 

 ⑶ その他の事由により事業の継続が困難となった場合 

災害その他不可抗力等市及び指定管理者双方の責めに帰すことができない事由によ

り、業務の継続が困難になったときは、事業継続の可否について協議するものとする。 

 

第３ 指定管理者の募集（申請）及び選定に関する事項 

１ 指定管理者選定スケジュール 

令和７年８月１日～８月２９日 募集期間 

令和７年９月下旬 選定委員会（応募者プレゼンテーション） 

令和７年１０月 選定結果の通知 

令和７年１２月 議会の議決 

令和８年１月 指定管理者の指定（通知・告示） 

令和８年４月１日 業務開始 

 

２ 応募者の参加資格要件 
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 ⑴ 応募者の資格等 

応募資格は、児童福祉法第７条第１項に規定する児童福祉施設のうち、認可保育所を

現に運営する社会福祉法人とする。 

 ⑵ 欠格事項 

 ア 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４第２項（同項を準用

する場合を含む。）の規定により伊東市における一般競争入札等の参加を制限されて

いる者 

イ 地方自治法（昭和２２年法律第６７号。以下「法」という。）法第２４４条の２第

１１項の規定による指定の取消しを受けたことがある者 

ウ 指定管理者の指定を請負とみなした場合に、法第９２条の２、法第１４２条（同条

を準用する場合を含む。）又は法第１８０条の５第６項の規定に抵触する者 

エ 市税を滞納している者 

オ 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条

第２号に規定する暴力団やその構成員又は暴力団の構成員でなくなった日から５年

を経過しない者が代表者や役員である団体 

カ 会社法（平成１７年法律第８６号）に基づく特別清算の申立てがなされた法人等及

び開始命令がされている法人等 

キ 破産法（平成１６年法律第７５号）第１８条又は第１９条の規定による破産の申立

てがなされている者 

ク 会社更生法（平成１４年法律第１５４号）第１７条第１項又は第２項の規定による

更生手続開始の申立てがなされている者（同法第４１条第１項の更生手続開始の決

定を受けている者を除く。） 

ケ 民事再生法（平成１１年法律第２２５号）第２１条第１項又は第２項の規定による

再生手続開始の申立てがなされている者（同法第３３条第１項の再生手続開始の決

定を受けている者を除く。） 

 

３ 応募予定法人への現地説明会 

⑴ 日   時  令和７年７月下旬 

⑵ 会   場  伊東市立八幡野保育園 

⑶ 参 加 者  １応募団体につき２人程度とする。 

⑷ 申込み方法  現地説明会への参加を希望する法人は、７月２５日（金）までに問い

合わせ先へ電話で連絡をしてください。詳しい日程につきましては、調

整後お知らせします。 

 

４ 申請の手続について 

 ⑴ 受付期間 

   令和７年８月１日（金）～８月２９日（金）（土、日、祝日は除く。） 

⑵ 受付時間 

 午前８時３０分から午後５時１５分まで 
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⑶ 受付場所 

   伊東市大原二丁目１番１号 

   伊東市教育部幼児教育課（郵送不可） 

 ⑷ 提出書類 

ア 指定管理者指定申請書（第１号様式） 

  イ 伊東市立八幡野保育園に関する事業計画書（第２号様式） 

※様式の要件を満たす書類であれば、様式に代えることは可 

  ウ 伊東市立八幡野保育園の管理に関する業務の収支予算書（第３号様式） 

※令和８年度から令和１０年度までの３年間分 

※様式の要件を満たす書類であれば、様式に代えることは可 

  エ 申込資格を有していることを証する書類 

  （ア）社会福祉法人設立認可証（要原本証明） 

  （イ）登記簿謄本及び定款の写し（要原本証明） 

  （ウ）法人諸規則・規程（就業規則、給与規則、経理規則等） 

  オ 経営状況を証明する書類（以下全て要原本証明） 

  （ア）令和６年度財産目録 

  （イ）令和６年度資金収支計算書 

  （ウ）令和６年度事業活動計算書 

  （エ）令和６年度貸借対照表 

  （オ）令和７年度事業計画書及び収支予算書 

  （カ）理事長経歴書、役員名簿（評議員が設置されている場合は、評議員を含む。） 

カ 令和６年度分の市税納税証明書（納税義務がある場合） 

  キ その他市長が特に必要と認める書類 

（ア）伊東市立八幡野保育園の保育計画書（第４号様式） 

※様式の要件を満たす書類であれば、様式に代えることは可 

※応募法人が、現在運営している認可保育園の保育課程及び年間指導計画（全年

齢）の写しを添付すること。 

  （イ）保育の基本理念（第５号様式） 

※様式の要件を満たす書類であれば、様式に代えることは可 

  （ウ）施設長予定者経歴書、配置予定職員名簿 

※未定の場合は、確保方法・スケジュールを明示すること。 

（エ）開設運営施設の実績書（第６号様式） 

※様式の要件を満たす書類であれば、様式に代えることは可） 

  （オ）直近５年間の社会福祉法人指導監査結果（写しを要原本証明） 

  （カ）直近３年間の社会福祉施設指導監査結果（写しを要原本証明） 

  （キ）第三者評価を実施している場合はその結果票 

 ⑸ 提出部数 

   正本１部及び副本１８部 

・提出書類は、Ａ４サイズとし、１部ずつファイルに綴じること。 
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・提出書類ごとにインデックス又は付せんを貼付すること。 

 ⑹ その他 

  ア 申請書類に虚偽の記載があった場合は、失格とする。 

  イ 伊東市が必要と認める場合は、追加書類の提出を求めるものとする。 

  ウ 指定管理者の候補者の選定後、本要項等関係書類の不知及び不明を理由として異

議の申し立てはできない。 

 

５ 指定管理者の選定 

 ⑴ 資格審査 

   募集締切り後、事務局が応募者の参加資格要件を満たしているかについて申請書類

等により資格審査を行う。審査項目については、以下のとおりとする。 

ア 応募者の資格について（欠格事項の有無についても含む。） 

イ 事業計画について、市が求める管理運営に対して達しているか。 

ウ 管理に関する収支のうち、収入については、国の基準額等に基づき適切に算定され

ているか。また、支出については、社会福祉法人会計基準に基づいた適切な支出がな

されているか。 

 ⑵ 選定委員会による審査 

ア 伊東市公の施設の指定管理者選定委員会設置要綱（平成１６年伊東市告示第１４

３号）の規定に基づき、伊東市公の施設の指定管理者選定委員会（以下「選定委員会」

という。）において審査する。 

  イ 審査は、条例第４条に掲げる選定基準に照らし総合的に審査し、審査項目に基づき

採点し、最も高い得点を得た団体を指定管理者の候補者として選定する。 

 ⑶ 選定の基準及び審査項目 

  ア 利用者の平等な利用の確保及び保育サービスの向上が図られるものであること。 

  （ア）利用者の平等な利用の確保 

  （イ）利用者に対する保育サービスの向上 

  イ 伊東市立八幡野保育園の効用を最大限に発揮するとともに、その管理に係る経費

の縮減が図られるものであること。 

  （ア）施設の効用の最大限発揮 

  （イ）管理経費の縮減 

  ウ 伊東市立八幡野保育園の管理を安定して行う物的及び人員配置を行い、又は確保

する見込みがあること。 

  （ア）施設の適切な維持管理 

  （イ）施設の適切な運営 

エ 申請団体の経営状況が健全であるとともに安定した内容となっていること。 

（ア）経営の健全性 

（イ）経営の安定性 

 ⑷ プレゼンテーション及びヒアリング 

   応募法人が多数の場合、選定委員会の審査に当たって実施する保育内容等について
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説明するとともに、求められた情報を提供し、質疑を受けるものとする。 

   具体的な日程については、別途通知によることとする。 

 ⑸ 指定管理者の選定 

選定委員会からの審査結果の報告を受け、市長が指定管理者の選定を行う。その後、

詳細について協議を開始する。 

 ⑹ 選定結果の公表 

審査結果は、令和７年１０月末日までに応募した者に通知する。また、審査の結果は、

伊東市ホームページ等に公表する。 

 

６ 指定管理者の指定 

 ⑴ 指定管理者の指定手続 

条例第６条に基づき伊東市議会の議決を経た後、市長が指定する。ただし、市議会の

議決を経るまでの間に、指定管理者の候補者を指定管理者に指定することが著しく不

適当と認められる事情が生じたときは、指定管理者に指定しない。 

なお、市議会の議決が得られなかった場合及び否決された場合においては、指定管理

者の候補者が施設の運営事業に関して支出した費用等については、一切補償しない。 

⑵ 指定日 

  令和７年１２月に開催が予定される伊東市議会１２月定例会の議決を経て指定する。 

 ⑶ 協定の締結  

市と指定管理者との協議に基づき協定を締結する。協定は、以下の項目について定め

る。 

  ア 指定期間に関する事項 

  イ 事業計画に関する事項 

  ウ 施設の管理運営業務により生じる収入に関する事項 

  エ 事業報告及び業務報告に関する事項 

  オ 市が支払うべき管理費用に関する事項 

  カ 指定の取消し及び管理業務の停止に関する事項 

  キ 管理業務を行うに当たって保有する個人情報の保護に関する事項 

  ク その他市長が別に定める事項 

 

第４ 問い合わせ先 

   伊東市教育部幼児教育課 担当 千坂 

   伊東市大原二丁目１番１号 

   電話    ０５５７－３２－１９５１ 

   ファックス ０５５７－３７－８１１７ 

   電子メール youji@city.ito.shizuoka.jp 


